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48イ
ギ
リ
ス
①

若
年
失
業
者
支
援
に
重
点

―

二
〇
〇
九
年
度
予
算
案

　

政
府
は
四
月
下
旬
、
二
〇
〇
九
年

度
の
予
算
案
を
発
表
し
た
。
不
況
下

で
失
業
者
が
急
増
し
て
い
る
状
況
を

受
け
て
、
雇
用
対
策
の
拡
充
を
は
か

る
内
容
。
若
年
長
期
失
業
者
二
五
万

人
に
対
す
る
雇
用
・
訓
練
機
会
の
提

供
な
ど
に
三
一
億
ポ
ン
ド
を
投
入
し

て
、
失
業
状
態
の
長
期
化
の
防
止
に

重
点
が
置
か
れ
て
い
る
。

失
業
率
七
・
一
％
、
失
業
者
二
二

一
万
五
〇
〇
〇
人

　

統
計
局
が
五
月
に
発
表
し
た
雇
用

関
連
統
計
に
よ
れ
ば
、
〇
九
年
一
‐

三
月
期
の
失
業
率
は
前
一
〇
‐
一
二

月
期
か
ら
〇
・
八
ポ
イ
ン
ト
増
の
七
・

一
％
、
失
業
者
数
は
二
四
万
四
〇
〇

〇
人
増
と
前
期
（
一
四
万
六
〇
〇
〇

人
）
を
大
幅
に
上
回
る
増
加
に
よ
っ

て
二
二
一
万
五
〇
〇
〇
人
と
な
り
、

一
九
九
七
年
以
来
の
高
水
準
に
達
し

た
。
男
性
失
業
者
が
一
五
万
五
〇
〇

〇
人
増
の
一
三
三
万
六
〇
〇
〇
人
、

女
性
が
八
万
九
〇
〇
〇
人
増
の
八
八

万
人
で
、
男
性
の
増
加
が
顕
著
だ
。  

　

ま
た
地
域
別
に
は
、
製
造
業
を
主

要
産
業
と
す
る
北
部
の
諸
地
域

（W
est M

idlands

、N
orth E

ast

な
ど
）
や
金
融
業
の
集
中
す
る
ロ
ン

ド
ン
な
ど
で
失
業
率
が
高
ま
っ
て
い

る
（
八
〜
九
％
）。
同
期
の
剰
員
整

理
解
雇
者
数
（redundancy
）
は
二

八
万
六
〇
〇
〇
人
（
対
前
期
比
二
万

七
〇
〇
〇
人
増
）、
ま
た
四
月
の
求

職
者
給
付
申
請
者
数
は
一
五
一
万
人

（
対
前
月
比
五
万
七
一
〇
〇
人
増
）

で
、
い
ず
れ
も
増
加
が
続
い
て
い
る

が
、
増
加
幅
は
前
月
に
比
べ
て
縮
小

し
て
い
る
。

　

一
‐
三
月
期
の
就
業
者
数
は
二
九

二
〇
万
人（
就
業
率
は
七
四
・
一
％
）

で
、
前
期
か
ら
は
一
五
万
七
〇
〇
〇

人
減
（
〇
・
五
ポ
イ
ン
ト
減
）、
フ

ル
タ
イ
ム
労
働
者
の
一
六
万
人
減
に

対
し
て
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
が

三
〇
〇
〇
人
増
加
し
て
い
る
。
ま
た
、

減
少
分
の
八
割
に
あ
た
る
一
二
万
三

〇
〇
〇
人
を
一
八
〜
二
四
歳
層
が
占

め
て
い
る
。
求
人
件
数
は
、
二
‐
四

月
期
に
前
期
比
五
万
一
〇
〇
〇
件
減

の
四
五
万
五
〇
〇
〇
件
と
な
り
、
金

融
業
（
一
万
七
〇
〇
〇
件
減
）
を
筆

頭
に
、
産
業
全
般
で
減
少
が
み
ら
れ

た
。

　

な
お
、
統
計
局
が
四
月
下
旬
に
発

表
し
た
一
‐
三
月
期
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長

率
は
対
前
期
比
マ
イ
ナ
ス
一
・
九
％

と
三
四
半
期
連
続
の
マ
イ
ナ
ス
成
長

と
な
っ
た
。
建
設
業
や
流
通
・
宿
泊
・

飲
食
店
業
な
ど
で
は
、
前
期
よ
り
下

落
幅
が
縮
小
し
て
い
る
も
の
の
、
製

造
業
で
は
六
・
二
％
減
と
前
期
（
一

〇
‐
一
二
月―

四
・
九
％
減
）
を
上

回
る
マ
イ
ナ
ス
成
長
が
続
い
て
い
る
。

す
べ
て
の
一
八
〜
二
四
歳
長
期
失

業
者
に
雇
用
・
訓
練

　

こ
う
し
た
状
況
を
う
け
て
、
政
府

が
四
月
下
旬
に
発
表
し
た
〇
九
年
度

予
算
案
は
、
景
気
・
雇
用
対
策
に
重

点
を
置
い
た
も
の
と
な
っ
た
。
政
府

自
ら
が
「
雇
用
の
た
め
の
予
算
」

（"B
udget for Jobs"

）
と
呼
ぶ
今

回
の
予
算
案
は
、
昨
年
一
一
月
に
示

さ
れ
た
予
算
編
成
方
針
（P

re-
B
udget R

eport―
本
誌
二
〇
〇
九

年
一
月
号
参
照
）
以
降
の
雇
用
状
況

の
急
速
な
悪
化
を
反
映
し
て
、
雇
用

対
策
関
連
予
算
を
一
三
億
ポ
ン
ド
か

ら
三
一
億
ポ
ン
ド
に
大
き
く
拡
大
し

た
内
容
と
な
っ
た
。
対
策
の
目
玉
は
、

一
二
カ
月
以
上
失
業
状
態
に
あ
る
全

て
の
一
八
〜
二
四
歳
層
に
、
助
成
金

付
き
雇
用
（guaranteed job

）、
訓

練
も
し
く
は
企
業
等
で
の
就
業
体
験

（w
ork placem

ent

）
の
機
会
を
提

供
す
る
と
い
う
も
の
。
新
た
に
設
置

さ
れ
る
一
〇
億
ポ
ン
ド
の
基
金

（F
uture Jobs F

und

）
に
対
し
て

自
治
体
や
非
営
利
団
体
等
か
ら
の
申

請（
１
）
を
募
り
、
対
象
者
一
人
あ

た
り
六
五
〇
〇
ポ
ン
ド
を
上
限
に
資

金
を
提
供
す
る
。
二
〇
一
〇
年
一
月

か
ら
の
実
施
で
一
五
万
人
ま
で
の
雇

用
・
訓
練
支
援
を
見
込
ん
で
お
り
、

う
ち
五
万
人
分
は
、
特
に
雇
用
状
況

の
厳
し
い
（
失
業
率
が
全
国
平
均
を

一
・
五
％
以
上
の
）
地
域
の
長
期
失

業
者
な
ど
に
充
て
る
。
同
時
に
、
同

じ
く
若
年
長
期
失
業
者
を
対
象
と
し

て
、
介
護
分
野
で
の
一
五
〇
〇
ポ
ン

ド
の
助
成
金
付
き
雇
用
・
訓
練
に
よ

り
五
万
人
、
ま
た
成
長
が
見
込
ま
れ

る
産
業
分
野
（
宿
泊
・
飲
食
店
業
、

旅
行
業
な
ど
）
で
公
的
訓
練
と
二
〇

〇
〇
ポ
ン
ド
の
助
成
金
付
き
雇
用
に

よ
り
同
じ
く
五
万
人
、
計
一
〇
万
人

の
雇
用
創
出
を
は
か
る
。
こ
の
他
、

失
業
者
の
急
増
に
対
応
し
た
失
業
者

向
け
サ
ー
ビ
ス
（
就
業
支
援
お
よ
び

給
付
）
の
維
持
に
一
七
億
ポ
ン
ド
を

充
て
る
。

　

さ
ら
に
、
剰
員
整
理
手
当

（redundancy pay

）
の
算
定
に
用

い
る
週
当
た
り
賃
金
の
法
定
上
限
額

を
、
週
三
五
〇
ポ
ン
ド
か
ら
三
八
〇

ポ
ン
ド
に
引
き
上
げ
る（
２
）。
一
一

月
の
段
階
で
は
盛
り
込
ま
れ
て
い
な

か
っ
た
こ
の
引
き
上
げ
は
、
政
府
が

労
働
組
合
と
の
間
で
実
施
を
合
意
し

て
い
た
と
さ
れ
る
も
の
だ
（
３
）。
一

方
、
労
使
や
シ
ン
ク
タ
ン
ク
な
ど
が

ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
な
ど
の
事
例
に

倣
っ
て
導
入
を
提
言
し
て
い
た
、
雇

用
維
持
の
た
め
の
操
業
短
縮
の
実
施

企
業
に
対
す
る
賃
金
助
成
制
度
は
、

今
回
の
予
算
に
は
盛
り
込
ま
れ
な

か
っ
た
（
本
誌
二
〇
〇
九
年
四
月
号

参
照
）。

〔
注
〕

１
．
申
請
要
件
は
、
三
〇
人
以
上
の
対
象

者
に
、
六
カ
月
以
上
の
雇
用
あ
る
い
は

訓
練
機
会
を
創
出
す
る
こ
と
。
ま
た
雇

用
の
場
合
に
は
、
週
二
五
時
間
以
上
、

最
低
賃
金
以
上
の
賃
金
額
の
仕
事
で
あ

る
こ
と
も
条
件
と
な
る
。

２
．
勤
続
二
年
以
上
の
従
業
員
の
整
理
解

雇
に
際
し
て
、
事
業
主
が
支
払
い
を
義

務
付
け
ら
れ
る
手
当
。
法
定
額
を
上
限

と
す
る
週
当
た
り
賃
金
額
と
、
年
齢
区

分
に
応
じ
た
比
率
（
〇
・
五
〜
一
・
五
）、

勤
続
年
数
（
上
限
二
〇
年
）
に
よ
っ
て

算
定
さ
れ
る
。
年
齢
ご
と
の
比
率
は
、

二
二
歳
未
満
が
〇
・
五
、
二
二
〜
四
一

歳
が
一
、
四
二
歳
以
上
は
一
・
五
と
な
る
。

３
．
た
だ
し
、
〇
五
年
の
総
選
挙
に
先
立
っ

て
合
意
さ
れ
た
と
み
ら
れ
る
内
容
は
、

基
準
と
な
る
週
当
た
り
額
を
平
均
賃
金

と
関
連
付
け
る
と
い
う
も
の
。
現
在
、

こ
の
内
容
を
反
映
し
た
法
案（S

tatutory 
R
edundancy P

ay (A
m
endm

ent) 
B
ill

）
が
、
労
働
党
議
員
に
よ
っ
て
庶
民

院
に
提
出
さ
れ
て
い
る
。

【
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49 イ
ギ
リ
ス
②

Ｅ
Ｕ
派
遣
労
働
指
令
の
法
制

化
作
業
を
開
始

　

昨
年
一
一
月
に
Ｅ
Ｕ
で
成
立
し
た

派
遣
労
働
指
令
の
国
内
で
の
法
制
化

に
向
け
て
、
政
府
は
コ
ン
サ
ル
テ
ー

シ
ョ
ン
（
一
般
へ
の
意
見
聴
取
プ
ロ

セ
ス
）
を
開
始
し
た
。
焦
点
は
、
指

令
の
求
め
る
派
遣
労
働
者
の
均
等
処

遇
の
対
象
と
す
べ
き
労
働
者
や
事
項

の
範
囲
な
ど
。
関
係
者
な
ど
か
ら
の

意
見
を
ふ
ま
え
て
、
年
内
の
法
制
化

を
目
指
し
て
い
る
。

就
業
開
始
か
ら
一
二
週
間
後
の
均

等
待
遇
な
ど
提
案

　

イ
ギ
リ
ス
は
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
中

で
も
派
遣
労
働
者
の
活
用
が
進
ん
で

い
る
国
の
一
つ
。
国
内
の
派
遣
労
働

者
は
一
三
〇
万
人（
就
業
者
数
の
四
・

五
％
）
で
、
う
ち
二
二
％
が
ビ
ジ
ネ

ス
・
サ
ー
ビ
ス
、
二
〇
％
が
製
造
業
、

一
八
％
が
運
輸
・
レ
ジ
ャ
ー
・
小
売

業
な
ど
に
従
事
し
て
い
る
。
ま
た
、

若
年
層
や
エ
ス
ニ
ッ
ク
・
マ
イ
ノ
リ

テ
ィ
な
ど
が
多
く
を
占
め
る
。
政
府

は
、
労
働
市
場
の
柔
軟
性
を
確
保
す

る
と
同
時
に
、
失
業
者
に
対
し
て
は

よ
り
安
定
し
た
雇
用
へ
の
道
筋
を
提

供
す
る
方
策
と
し
て
労
働
者
派
遣
を

捉
え
て
お
り
、
規
制
緩
和
な
ど
を
通

じ
て
活
用
促
進
を
は
か
っ
て
き
た
。

一
方
で
、
悪
質
な
派
遣
事
業
者
に
よ

る
搾
取
が
近
年
問
題
と
な
っ
て
お
り
、

規
制
強
化
の
必
要
性
が
議
論
さ
れ
て

き
た
と
こ
ろ
だ
（
本
誌
二
〇
〇
七
年

一
一
月
号
、
二
〇
〇
八
年
八
月
号
参

照
）。
さ
ら
に
、
昨
年
か
ら
の
不
況

で
業
績
の
悪
化
に
直
面
す
る
企
業
の

間
で
は
、
対
応
策
の
一
環
と
し
て
派

遣
労
働
者
の
削
減
に
よ
る
人
件
費
の

圧
縮
が
広
く
実
施
さ
れ
て
い
る
と
み

ら
れ
る（
１
）。

　

派
遣
労
働
指
令
は
、
成
立
か
ら
三

年
後
の
二
〇
一
一
年
一
二
月
ま
で
に

こ
れ
に
対
応
す
る
法
整
備
の
実
施
を

加
盟
各
国
に
義
務
付
け
て
い
る
。
基

本
的
な
内
容
は
、
同
じ
仕
事
に
直
接

雇
用
さ
れ
る
労
働
者
と
同
水
準
以
上

の
労
働
条
件
（
労
働
時
間
、
時
間
外

労
働
、
休
憩
・
休
息
、
夜
間
勤
務
、

休
暇
・
祝
日
、
給
与
（pay

））
を
、

派
遣
労
働
者
に
保
障
す
る
と
い
う
も

の
。

　

法
案
作
成
に
あ
た
る
ビ
ジ
ネ
ス
・

企
業
・
規
制
改
革
省
（
Ｂ
Ｅ
Ｒ
Ｒ
）

は
五
月
、
法
制
化
に
関
す
る
政
府
提

案
や
そ
の
他
の
論
点
に
関
し
て
一
般

か
ら
意
見
聴
取
を
行
う
コ
ン
サ
ル

テ
ー
シ
ョ
ン
を
開
始
し
た
。
意
見
聴

取
の
ポ
イ
ン
ト
を
盛
り
込
ん
だ
コ
ン

サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン
文
書
に
お
け
る
政

府
の
主
な
提
案
の
一
つ
は
、
派
遣
労

働
者
に
対
し
て
均
等
処
遇
の
権
利
を

付
与
す
る
時
期
だ
。
指
令
は
、
派
遣

労
働
者
に
対
す
る
均
等
処
遇
の
権
利

付
与
の
時
期
を
原
則
的
に
就
業
初
日

か
ら
と
し
て
い
る
が
、
全
国
・
産
業

レ
ベ
ル
の
労
使
間
の
合
意
に
基
づ
き
、

一
定
の
猶
予
期
間
（qualifying 

period

）
を
設
定
す
る
こ
と
を
認
め

て
い
る
。
政
府
と
労
使
（
Ｔ
Ｕ
Ｃ
お

よ
び
Ｃ
Ｂ
Ｉ
）
は
、
す
で
に
指
令
成

立
に
先
立
っ
て
、
就
業
開
始
か
ら
一

二
週
間
後
と
す
る
こ
と
を
合
意
す
る

文
書
を
発
表
し
て
お
り（
２
）、
政
府

は
こ
れ
に
沿
っ
て
一
二
週
間
後
の
権

利
付
与
を
提
案
し
て
い
る（
３
）。

　

次
に
適
用
対
象
と
す
る
労
働
者
の

範
囲
に
つ
い
て
は
、
職
業
紹
介
事
業

者
を
通
じ
て
企
業
に
直
接
雇
用
さ
れ

る
労
働
者
や
自
営
業
者
を
除
外
し
た

い
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
均
等
処
遇

を
義
務
化
す
る
範
囲
に
つ
い
て
は
、

長
期
的
な
雇
用
関
係
を
前
提
と
し
た

報
酬
制
度
（
例
と
し
て
利
益
分
配
制

度
）
を
除
外
す
る
方
針
を
示
し
て
い

る
。
さ
ら
に
、
原
則
と
し
て
派
遣
事

業
者
が
均
等
原
則
の
順
守
に
努
め
る

責
任
を
有
す
る
べ
き
こ
と
を
提
案
し

て
い
る
。
こ
の
ほ
か
、
訓
練
受
講
や

設
備
の
利
用
、
紛
争
処
理
の
方
法
な

ど
、
幅
広
い
事
項
に
関
し
て
意
見
を

求
め
て
い
る
。

　

な
お
同
文
書
に
お
け
る
Ｂ
Ｅ
Ｒ
Ｒ

の
試
算
で
は
、
派
遣
労
働
者
の
時
間

当
た
り
賃
金
額
は
、
期
間
の
定
め
の

な
い
雇
用
者
に
対
し
て
一
〇
％
低
く
、

特
に
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
と
の
間
で

は
こ
の
差
が
二
一
％
と
な
っ
て
い
る

（
４
）。
指
令
の
国
内
法
制
化
で
均
等

処
遇
が
義
務
付
け
ら
れ
れ
ば
、
企
業

等
で
の
派
遣
労
働
者
に
係
る
賃
金
コ

ス
ト
の
増
加
分
は
全
体
で
九
％
、
特

に
ビ
ジ
ネ
ス
・
サ
ー
ビ
ス
や
製
造
業

で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
三
五
％
と
二
四
％

の
増
加
に
な
る
と
Ｂ
Ｅ
Ｒ
Ｒ
は
推
計

し
て
い
る
。

〔
注
〕

１
．
労
務
管
理
に
関
す
る
専
門
団
体
で
あ

る
Ｃ
Ｉ
Ｐ
Ｄ
が
一
月
に
発
表
し
た
調
査

結
果
に
よ
れ
ば
、
解
雇
回
避
の
た
め
の

方
策
と
し
て
四
四
％
の
企
業
が
派
遣
・

臨
時
雇
い
労
働
者
の
契
約
打
ち
切
り
な

ど
を
実
施
し
た
と
い
う
。
ま
た
、
人
材

紹
介
大
手
の
ヘ
イ
ズ
社
が
四
月
、
イ
ギ

リ
ス
国
内
三
二
八
社
か
ら
の
回
答
を
得

て
と
り
ま
と
め
た
調
査
で
も
、「
緊
急
に

一
〇
％
の
人
件
費
削
減
の
必
要
に
直
面

し
た
場
合
」
の
手
段
と
し
て
、
回
答
企

業
の
八
九
％
が
派
遣
労
働
者
の
削
減
を

挙
げ
て
い
る
。
こ
の
ほ
か
上
位
を
占
め

る
の
は
、
希
望
退
職
の
実
施
（
八
六
％
）、

業
績
に
基
づ
く
ボ
ー
ナ
ス
の
削
減
（
七

八
％
）
な
ど
。
従
業
員
の
削
減
や
賃
金

カ
ッ
ト
と
回
答
す
る
企
業
は
い
ず
れ
も

約
五
割
程
度
に
と
ど
ま
る
。

２
．
イ
ギ
リ
ス
は
、
労
働
市
場
の
柔
軟
性

を
損
な
う
と
し
て
指
令
案
に
反
対
し
て

き
た
が
、
並
行
し
て
進
ん
で
い
た
労
働

時
間
指
令
改
正
案
に
関
す
る
オ
プ
ト
ア

ウ
ト
（
使
用
者
と
従
業
員
の
合
意
に
よ
り
、

指
令
の
定
め
る
上
限
で
あ
る
週
四
八
労

働
時
間
を
超
え
て
労
働
す
る
こ
と
を
認

め
る
も
の
で
、
現
在
イ
ギ
リ
ス
な
ど
一

部
加
盟
国
が
利
用
し
て
い
る
）
の
維
持

と
引
き
換
え
に
派
遣
労
働
指
令
の
成
立

に
協
力
す
る
旨
、
六
月
の
雇
用
・
社
会

政
策
相
理
事
会
で
取
引
を
行
っ
た
と
み

ら
れ
て
い
る
。
な
お
、
労
働
時
間
指
令

改
正
案
は
、
欧
州
理
事
会
と
欧
州
議
会

の
間
で
合
意
が
成
立
せ
ず
、
五
月
に
廃

案
と
な
っ
た
。

３
．
コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン
文
書
に
よ
れ
ば
、

一
二
週
間
を
超
え
る
契
約
内
容
の
派
遣

労
働
者
は
全
体
の
四
割
強
と
み
ら
れ
る
。

４
．
比
較
対
象
と
な
っ
て
い
る
期
間
の
定

め
の
な
い
雇
用
者
は
、
在
職
期
間
が
二

年
未
満
の
も
の
。
な
お
同
試
算
に
よ
れ
ば
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
と
の
比
較
で
は

派
遣
労
働
者
の
方
が
二
四
％
高
い
。

【
参
考
資
料
】

D
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ェ
ブ
サ
イ
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（
国
際
研
究
部
）

ア
メ
リ
カ

従
業
員
自
由
選
択
法
案
、
審

議
が
本
格
化

　

職
場
で
の
労
働
組
合
の
結
成
を
容

易
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
「
従

業
員
自
由
選
択
法（
１
）」
案
。
今
年

三
月
一
〇
日
に
上
下
院
に
提
出
さ
れ
、

五
月
に
入
っ
て
審
議
が
本
格
化
し
つ

つ
あ
る
。
た
だ
、
上
院
の
民
主
党
議

員
の
中
に
も
反
対
あ
る
い
は
慎
重
な

姿
勢
の
議
員
が
八
人
お
り
、
可
決
に

必
要
な
六
〇
票
に
は
達
し
て
い
な
い
。

必
要
票
を
集
め
る
た
め
に
は
法
案
を

修
正
し
妥
協
案
を
模
索
す
る
必
要
が

あ
る
の
が
実
情
で
あ
る
。

法
案
提
出
の
背
景

　

ア
メ
リ
カ
で
労
働
組
合
を
結
成
す

る
た
め
に
は
、
現
行
の
全
国
労
働
関

係
法(

Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ａ（
２
））
に
基
づ
き
、

全
国
労
働
関
係
局（
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ（
３
））

の
監
督
下
で
無
記
名
投
票
に
よ
る
選

挙
を
行
っ
た
上
で
、
従
業
員
の
過
半
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数
の
信
任
を
得
る
必
要
が
あ
る
。
こ

の
制
度
の
下
で
は
、
あ
ら
か
じ
め
投

票
日
を
設
定
す
る
必
要
が
あ
り
、
組

織
化
が
困
難
な
要
因
と
さ
れ
て
い
る
。

と
い
う
の
は
、
選
挙
実
施
ま
で
に
数

週
間
程
度
か
か
る
場
合
が
多
く
、
そ

の
間
に
使
用
者
側
が
従
業
員
に
対
し

て
労
組
の
結
成
が
不
利
益
に
つ
な
が

る
こ
と
を
説
明
し
、
組
織
化
に
賛
成

し
な
い
よ
う
に
説
得
し
た
り
、
労
組

結
成
に
積
極
的
な
従
業
員
を
解
雇
し

た
り
、
組
合
に
加
入
し
た
い
と
意
思

表
示
し
た
従
業
員
を
脅
迫
し
た
り
と

い
っ
た
行
為
が
横
行
し
て
い
る
か
ら

だ
と
い
う
。

　

今
回
提
出
さ
れ
て
い
る
法
案
で
は
、

投
票
の
代
わ
り
に
、
従
業
員
が
組
合

加
入
の
意
思
を
示
す
カ
ー
ド
へ
署
名

し
、
こ
れ
を
集
め
て
過
半
数
に
達
し

た
ら
、
労
働
組
合
が
成
立
し
団
体
交

渉
権
を
承
認
す
る
と
い
う
も
の
で
あ

る
。
カ
ー
ド
へ
の
署
名
を
集
め
る
こ

と
は
、
会
社
に
秘
密
裡
に
進
め
る
こ

と
が
で
き
、
労
働
組
合
を
結
成
し
や

す
く
な
る
と
言
わ
れ
て
い
る
。

法
案
の
概
要

　

審
議
が
予
定
さ
れ
て
い
る
法
案
の

主
旨
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

　

①
全
国
労
働
関
係
法
が
定
め
る
組

合
結
成
の
た
め
に
必
要
な
要
件
を
改

正
し
、
過
半
数
の
労
働
者
が
カ
ー
ド

に
サ
イ
ン
し
た
こ
と
が
確
認
で
き
た

と
い
う
条
件
で
、
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
が
組
合

を
労
働
者
代
表
と
し
て
認
証
す
る
。

た
だ
し
、
組
合
側
の
選
択
肢
と
し
て
、

三
〇
％
の
労
働
者
が
サ
イ
ン
し
た
時

点
で
、
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
の
監
督
下
で
無
記

名
選
挙
を
行
う
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

　

②
労
使
双
方
が
九
〇
日
以
内
の
最

初
の
労
働
協
約
交
渉
で
合
意
に
至
ら

な
か
っ
た
場
合
、
連
邦
調
停
局（
４
）

に
判
断
を
委
ね
る
こ
と
が
可
能
で
あ

る
。
も
し
、
連
邦
調
停
局
に
よ
る
判

断
で
も
三
〇
日
以
内
に
両
者
が
合
意

に
至
ら
な
け
れ
ば
、
労
使
間
の
紛
争

は
仲
裁
（arbitration

）
に
ゆ
だ
ね

ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

③
組
織
化
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
期
間
、

あ
る
い
は
そ
の
後
の
組
合
結
成
に
至

る
ま
で
の
期
間
に
組
合
結
成
活
動
に

参
加
し
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
使

用
者
が
当
該
の
従
業
員
の
賃
金
を
不

当
に
不
払
い
に
し
た
り
、
そ
の
他
の

差
別
的
扱
い
な
ど
が
あ
れ
ば
、
未
払

い
賃
金
の
三
倍
を
支
払
わ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
と
い
う
条
項
が
用
意
さ
れ

て
い
る
。

　

ま
た
、
使
用
者
が
組
織
化
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
期
間
中
、
そ
の
後
の
組
合
結

成
に
至
る
ま
で
の
期
間
に
、
従
業
員

の
権
利
を
故
意
に
、
ま
た
は
、
繰
り

返
し
侵
害
す
れ
ば
、
違
反
一
件
当
た

り
二
万
ド
ル
以
下
の
行
政
罰
が
課
さ

れ
る
。

賛
否
両
論

　

オ
バ
マ
大
統
領
は
選
挙
活
動
中
か

ら
こ
の
法
案
に
支
持
を
表
明
し
て
い

た
も
の
の
、
就
任
後
は
明
確
な
形
で

は
姿
勢
を
示
し
て
い
な
か
っ
た
が
、

五
月
一
四
日
に
な
っ
て
法
案
へ
の
支

持
を
表
明
し
た
。下
院
の
ナ
ン
シ
ー
・

ペ
ロ
シ
議
長
（
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州

選
出
・
民
主
党
）
も
支
持
を
表
明
し
、

「
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
労
働
組
合
に

加
入
し
た
い
と
い
う
意
思
の
あ
る
者

は
何
人
も
、
組
合
員
に
な
れ
る
よ
う

に
す
べ
き
で
あ
る
。
わ
れ
わ
れ
が
自

分
の
意
思
を
貫
き
通
せ
ば
き
っ
と
実

現
す
る
だ
ろ
う
」
と
述
べ
た
。

　

こ
の
法
案
の
急
先
鋒
で
あ
る
ト

ム
・
ハ
ー
キ
ン
上
院
議
員
（
ア
イ
オ

ワ
州
選
出
・
民
主
党
）
は
、
五
月
一

九
日
、
審
議
日
程
に
関
す
る
具
体
的

な
考
え
を
示
し
、
六
月
中
に
は
本
格

的
な
審
議
に
入
り
た
い
と
し
て
い
る
。

ハ
ー
キ
ン
議
員
は
、
通
常
の
手
続
き

に
従
え
ば
、
上
院
の
保
健
・
教
育
・

労
働
・
年
金
委
員
会
に
提
出
し
て
審

議
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
反
対
派
と

の
間
の
折
衷
案
を
作
成
し
、
本
会
議

に
直
接
か
け
る
こ
と
も
検
討
し
て
い

る
と
つ
け
加
え
た
。

　

法
案
賛
成
派
は
現
行
の
労
働
関
係

法
の
下
に
お
い
て
、
従
業
員
は
日
常

的
に
嫌
が
ら
せ
や
介
入
を
受
け
、
ま

た
労
組
を
結
成
し
よ
う
と
す
る
従
業

員
の
不
当
解
雇
な
ど
が
行
わ
れ
て
お

り
、
同
法
案
は
労
働
者
の
労
働
条
件

や
収
入
の
向
上
に
つ
な
が
る
と
し
て

い
る
。
市
民
権
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

会
議
の
ヘ
ン
ダ
ー
ソ
ン
会
長
は
、
ア

フ
リ
カ
系
ア
メ
リ
カ
人
に
関
す
る
調

査
結
果
を
例
に
あ
げ
て
、
組
合
加
入

従
業
員
の
収
入
は
非
加
入
従
業
員
に

比
べ
て
二
八
％
高
く
、
健
康
保
険
加

入
率
で
は
一
六
％
高
い
と
主
張
し
て

い
る
。

　

一
方
、
法
案
に
反
対
す
る
全
米
商

業
会
議
所
は
五
月
一
四
日
、
三
一
〇

〇
以
上
の
企
業
が
反
対
に
署
名
し
た

書
簡
を
提
出
し
た
。
ま
た
、
全
米
商

業
会
議
所
の
職
場
の
自
由
イ
ニ
シ
ア

テ
ィ
ブ
本
部
の
グ
レ
ン
・
ス
ペ
ン

サ
ー
本
部
長
は
、
法
案
審
議
を
急
ぐ

ハ
ー
キ
ン
議
員
に
対
し
て
、
同
氏
の

考
え
る
審
議
日
程
は
余
り
に
も
楽
観

的
す
ぎ
る
と
い
う
見
解
を
示
し
た
。

通
常
の
委
員
会
で
の
手
続
き
を
割
愛

す
る
よ
う
な
場
合
、
法
案
が
可
決
す

る
可
能
性
が
な
く
な
る
だ
ろ
う
と
し

た
上
で
、
多
く
の
民
主
党
議
員
も
同

じ
よ
う
に
考
え
て
い
る
だ
ろ
う
と
つ

け
加
え
た
。
さ
ら
に
、
全
国
製
造
業

者
協
会
の
ジ
ョ
ン
・
エ
ン
グ
ラ
ー
会

長
兼
Ｃ
Ｅ
Ｏ
は
、
こ
の
法
律
が
成
立

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
規
模
を
問
わ

ず
企
業
に
と
っ
て
重
荷
と
な
り
、
仕

事
と
職
場
は
崩
壊
し
て
い
く
だ
ろ
う

と
し
て
い
る
。

　

一
九
七
〇
年
代
に
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
の
委

員
長
を
務
め
た
パ
ー
フ
ィ
氏
は
、
労

組
組
織
率
が
過
去
二
〇
年
間
に
劇
的

に
低
下
し
た
の
は
経
済
シ
ス
テ
ム
が

大
き
く
転
換
し
た
か
ら
で
あ
り
、
労

働
組
合
結
成
を
し
や
す
く
す
る
法
案

が
求
め
ら
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い

と
い
う
見
解
を
示
し
て
い
る
。
ま
た
、

同
じ
く
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
の
委
員
を
務
め
た

ア
ー
ビ
ン
グ
氏
は
、
経
済
が
危
機
的

状
況
下
に
お
い
て
労
使
の
対
立
を
あ

お
る
よ
う
な
法
案
が
成
立
す
る
こ
と

を
懸
念
す
る
と
主
張
す
る
。

　

反
対
あ
る
い
は
慎
重
な
姿
勢
の
民

主
党
議
員
の
一
人
で
あ
る
カ
ー
パ
ー

上
院
議
員
（
デ
ラ
ウ
エ
ア
州
選
出
・

民
主
党
）
は
、
カ
ー
ド
署
名
の
条
項

に
対
し
て
反
対
し
て
い
る
。
カ
ー
ド

に
よ
る
チ
ェ
ッ
ク
は
従
業
員
の
真
の

意
思
な
の
か
信
頼
性
が
な
い
た
め
、

無
記
名
の
選
挙
の
方
が
公
正
な
判
断

が
で
き
る
と
い
う
考
え
を
も
っ
て
い

る
た
め
で
あ
る
。
一
方
で
カ
ー
パ
ー

上
院
議
員
は
組
合
結
成
に
携
わ
る
従

業
員
の
解
雇
な
ど
使
用
者
に
よ
る
不

法
行
為
に
対
す
る
厳
罰
化
に
は
積
極

的
な
意
見
を
も
っ
て
い
る
。

　

オ
バ
マ
大
統
領
は
、
上
院
で
法
案

可
決
に
十
分
な
票
が
確
保
で
き
て
い

な
い
こ
と
を
踏
ま
え
て
、「
法
案
の
根

本
に
あ
る
ア
イ
デ
ィ
ア
を
保
持
す
る

た
め
に
歩
み
寄
り
が
必
要
だ
」
と
強

調
し
て
い
る
。

〔
注
〕
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中
窪
裕
也
（
一
九
九
五
）『
ア
メ
リ
カ
労
働

法
』
弘
文
堂

（
国
際
研
究
部　

北
澤
謙
）

中　

国

都
市
部
の
平
均
賃
金

　

国
家
統
計
局
が
発
表
し
た
と
こ
ろ

に
よ
る
と
、
二
〇
〇
八
年
の
都
市
部

労
働
者
の
平
均
賃
金
は
二
万
九
二
二

九
元
で
あ
っ
た
。
昨
年
と
比
較
す
る

と
四
二
九
七
元
増
加
し
て
お
り
上
昇

率
は
一
七
・
二
％
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
一
日
当
た
り
の
平
均
賃
金
は
一

一
一
・
九
九
元
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
こ
で
い
う
平
均
賃
金
と
は
、
賃

金
総
額
を
そ
の
事
業
所
の
年
内
の
平

均
従
業
者
数
で
割
っ
た
数
値
を
指
す
。

現
行
の
統
計
制
度
で
は
、
統
計
範
囲

に
国
有
事
業
所
、
都
市
部
の
集
団
事

業
所
等
は
含
ま
れ
る
が
、
私
営
企
業

と
個
人
経
営
の
事
業
者
は
含
ま
れ
て

い
な
い
。
賃
金
総
額
と
は
事
業
所
が

一
定
期
間
内
に
直
接
、
事
業
所
の
全

て
の
従
業
員
に
支
給
す
る
労
働
報
酬

の
総
額
を
指
し
、
賞
与
、
超
過
勤
務

手
当
、
特
別
に
支
給
さ
れ
る
賃
金
等

が
す
べ
て
含
ま
れ
、
ま
た
貨
幣
支
給

か
実
物
支
給
か
に
か
か
わ
ら
ず
い
ず

れ
も
賃
金
総
額
に
含
ま
れ
る
。

　

省
別
に
見
る
と
、
平
均
賃
金
が
全

国
平
均
を
上
回
っ
た
の
は
九
つ
の
省

（
自
治
区
、
直
轄
市
）
で
、
こ
れ
が

都
市
部
労
働
者
全
体
の
三
割
に
あ
た

り
、
一
方
全
国
平
均
を
下
回
っ
た
の

は
二
二
の
省
（
自
治
区
、
直
轄
市
）

で
全
体
の
七
割
を
占
め
て
い
る
。
四

大
地
域
別
に
見
る
と
、
平
均
賃
金
が

高
い
順
に
、
東
部
、
西
部
、
東
北
部
、

中
部
と
な
り
、
そ
れ
ぞ
れ
三
万
四
三

一
六
元
、
二
万
五
六
〇
二
元
、
二
万

五
一
〇
一
元
、
二
万
四
三
九
〇
元
で

あ
っ
た
。

　

業
種
別
で
は
、
最
も
賃
金
が
高

か
っ
た
の
は
証
券
業
の
一
七
万
二
一

二
三
元
で
、
逆
に
最
も
低
か
っ
た
の

は
木
材
加
工
業
の
一
万
五
六
六
三
元

と
な
っ
て
い
る
。
金
融
危
機
の
影
響

を
大
き
く
受
け
た
紡
織
業
お
よ
び
服

飾
・
製
靴
・
製
帽
業
に
お
け
る
平
均

賃
金
は
そ
れ
ぞ
れ
一
万
六
二
二
二
元
、

一
万
八
五
七
二
元
だ
っ
た
。

　

ま
た
事
業
所
の
登
録
類
型
か
ら
見

る
と
、
株
式
有
限
公
司
の
平
均
賃
金

が
最
も
高
く
て
三
万
五
三
二
四
元
で

あ
り
、
全
国
平
均
の
一
・
二
一
倍
。

次
が
外
資
系
企
業
で
、
平
均
賃
金
は

三
万
二
六
五
三
元
で
あ
り
、
全
国
平

均
の
一
・
一
二
倍
に
あ
た
る
。
国
有

事
業
所
の
平
均
賃
金
は
三
番
目
の
三

万
一
〇
〇
五
元
で
、全
国
平
均
の
一
・

〇
六
倍
。
最
も
低
い
の
は
集
団
事
業

所
で
、
平
均
賃
金
は
一
万
八
三
三
八

元
で
、
全
国
平
均
の
わ
ず
か
六
二
・

七
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

【
資
料
出
所
】

国
家
統
計
局
、
海
外
委
託
調
査
員

（
国
際
研
究
部
）

ド
イ
ツ
①

操
短
手
当
の
最
長
支
給
期

間
、
二
四
カ
月
に
延
長
へ

　

連
邦
内
閣
は
五
月
二
〇
日
、
操
業

短
縮
（
操
短
）
手
当
の
拡
充
策
を
閣

議
決
定
し
た
。
閣
議
決
定
は
、
シ
ョ

ル
ツ
労
働
社
会
相
が
四
月
二
九
日
、

ド
イ
ツ
労
働
総
同
盟
（
Ｄ
Ｇ
Ｂ
）・

ゾ
ン
マ
ー
議
長
と
ド
イ
ツ
使
用
者
連

盟
（
Ｂ
Ｄ
Ａ
）・
フ
ン
ト
会
長
と
取

り
ま
と
め
た
共
同
声
明
に
基
づ
く
も

の
。
操
業
短
縮
手
当（
１
）
の
支
給

期
間
を
最
長
一
八
カ
月
か
ら
二
四
カ

月
に
延
長
す
る
ほ
か
、
六
カ
月
間
、

短
縮
労
働
に
よ
っ
て
雇
用
を
維
持
し

た
企
業
を
対
象
に
、
そ
れ
以
降
の
使

用
者
側
社
会
保
険
料
負
担
を
全
額
免

除
す
る
方
向
だ
。

二
月
以
降
の
失
業
率
、
横
ば
い

　

今
年
一
月
に
八
％
台
に
上
昇
し
た

失
業
率（
季
節
調
整
前
、国
内
基
準
）

は
、
そ
の
後
、
二
月
（
八
・
五
％
）、

三
月（
八
・
六
％
）、四
月（
八
・
六
％
）

と
横
ば
い
の
推
移
に
転
じ
（
図
１
）

（
２
）、
操
短
手
当
の
活
用
が
失
業
の

増
加
を
抑
制
し
て
い
る
。
連
邦
雇
用

エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
に
よ
る
と
、
三
月

時
点
で
操
短
縮
手
当
の
受
給
労
働
者

数
は
一
二
五
万
人
（
う
ち
景
気
後
退

を
理
由
と
す
る
労
働
者
は
一
一
一
万

人
）
に
達
し
た
。
対
象
労
働
者
の
総

労
働
時
間
は
平
均
し
て
三
分
の
一
程

度
に
短
縮
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
は
約

四
五
万
人
分
の
フ
ル
タ
イ
ム
雇
用
に

匹
敵
す
る
。
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図１　失業率の推移（季節調整前原数値、国内基準）
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資料出所：連邦雇用エージェンシー
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他
方
、
操
短
手
当
の
申
請
状
況
を

労
働
者
数
ベ
ー
ス
で
み
る
と
、
二
月

に
七
二
万
一
二
〇
二
人
（
う
ち
景
気

後
退
を
理
由
と
す
る
も
の
が
六
九
万

八
九
二
九
人
）
と
七
〇
万
人
を
超
え

た
の
を
ピ
ー
ク
に
、
三
月
に
は
六
七

万
九
〇
一
三
人
（
同
、
六
六
万
四
九

六
三
人
）
へ
と
や
や
減
少
し
、
四
月

に
は
四
五
万
四
八
二
二
人
（
同
、
四

四
万
六
四
四
六
人
）
に
落
ち
着
い
た

（
表
１
）。

操
短
手
当
、
危
機
対
策
で
三
度
の

改
正

　

第
一
次
・
第
二
次
景
気
対
策
の
一

環
と
し
て
ド
イ
ツ
政
府
は
、
今
年
一

月
か
ら
そ
れ
ま
で
一
二
カ
月
だ
っ
た

操
短
手
当
制
度
の
最
長
支
給
期
間
を

一
八
カ
月
に
延
長
す
る
と
と
も
に
、

使
用
者
側
社
会
保
険
料
負
担
を
半
減

し
て
い
た
。
今
回
の
措
置
は
、
一
層

の
制
度
充
実
を
図
る
も
の
で
、
二
〇

一
〇
年
ま
で
の
時
限
措
置
と
し
て
、

七
月
一
日
か
ら
の
実
施
を
目
指
す
。

〔
注
〕

１
．
詳
し
い
制
度
概
要
は
、
本
誌
〇
九
年

五
月
号
（
四
八
〜
四
九
頁
）
を
参
照
。

２
．
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基
準
に
よ
る
季
節
調
整
後
の

失
業
率
は
、
三
月
時
点
で
七
・
八
％
だ
っ

た
。

【
資
料
出
所
】

連
邦
政
府
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
連
邦
労
働
社

会
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
連
邦
雇
用
エ
ー

ジ
ェ
ン
シ
ー
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
海
外
委

託
調
査
員
月
例
報
告

　
　
　
　
　
（
国
際
研
究
部
）

ド
イ
ツ
②

派
遣
労
働
者
、
大
幅
減―

―

派
遣
労
働
・
人
材
サ
ー
ビ
ス

連
盟
（
Ｂ
Ｚ
Ａ
）
調
査

　

派
遣
労
働
・
人
材
サ
ー
ビ
ス
連
盟

（
Ｂ
Ｚ
Ａ
）
が
三
月
に
公
表
し
た
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
で
、
経
済
危
機

に
よ
る
派
遣
労
働
市
場
の
低
迷
が
浮

き
彫
り
に
な
っ
た
。
と
り
わ
け
受
注

の
落
ち
込
み
が
激
し
い
製
造
業
で
は
、

昨
年
一
〇
月
か
ら
今
年
二
月
ま
で
に

派
遣
労
働
者
の
減
少
幅
が
二
〇
万
人

を
超
え
た
。
解
雇
や
契
約
期
間
満
了

に
よ
る
雇
い
止
め
、
派
遣
元
企
業
に

戻
っ
た
後
に
別
企
業
に
再
派
遣
さ
れ

た
者
な
ど
が
減
少
の
主
な
要
因
だ
。

自
動
車
生
産
拠
点
の
派
遣
業
を
直

撃
　

昨
年
九
月
に
八
〇
万
人
近
く
に
及

ん
で
い
た
派
遣
労
働
者
総
数
は
、
今

年
二
月
時
点
で
約
五
四
万
六
〇
〇
〇

人
に
減
少
し
た
。
地
域
別
に
〇
九
年

一
月
〜
二
月
の
派
遣
労
働
者
数
の
減

少
率
を
み
る
と
、
Ｂ
Ｍ
Ｗ
や
フ
ォ
ル

ク
ス
ワ
ー
ゲ
ン
な
ど
自
動
車
大
手
の

生
産
拠
点
や
下
請
工
場
が
あ
る
五
地

域―
―

ハ
ノ
ー
バ
ー
／
ブ
ラ
ウ
ン

シ
ュ
ヴ
ァ
イ
ク
（
マ
イ
ナ
ス
七
・

四
％
）、
ケ
ル
ン
（
同
七
・
四
％
）、

ラ
ン
ズ
フ
ー
ト
／
イ
ン
ゴ
ル
シ
ュ

タ
ッ
ト
（
同
九
・
四
％
）、
東
部
バ

イ
エ
ル
ン
（
同
一
〇
・
七
％
）、
ニ
ー

ム
ニ
ッ
ツ
／
ツ
ヴ
ィ
ッ
カ
ウ
（
同
一

一
・
二
％
）―

―

で
減
少
幅
が
大
き

く
、
ベ
ル
リ
ン
（
同
三
・
七
％
）
や

マ
グ
デ
ブ
ル
ク
（
同
一
・
三
％
）
や
、

フ
ラ
ン
ク
フ
ル
ト
・
マ
イ
ン
湖
畔（
同

三
・
二
％
）
な
ど
大
規
模
な
サ
ー
ビ

ス
部
門
が
あ
る
地
域
で
は
比
較
的
安

定
し
て
い
る
。

需
給
ミ
ス
マ
ッ
チ
、
深
刻

　

労
働
者
派
遣
業
に
お
け
る
需
給
の

ミ
ス
マ
ッ
チ
も
顕
著
に
な
り
つ
つ
あ

る
（
図
１
、
図
２
）。
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
で
は
、
派
遣
職
種
別
に
派
遣
先

企
業
か
ら
の
受
注
状
況
と
派
遣
元
企

業
の
派
遣
労
働
者
の
求
職
登
録
状
況

の
増
減
を
尋
ね
て
い
る
。
そ
の
結
果

を
み
る
と
、「
金
属
・
電
機
」
で
は
、

調
査
対
象
企
業
の
う
ち
「
受
注
が
減

少
し
た
」と
回
答
し
た
企
業
が
七
二
・

七
％
、「
増
加
」
が
二
・
一
％
、「
横
ば

い
」
が
二
五
・
二
％
だ
っ
た
。
他
方
、

「
求
職
登
録
者
が
増
加
し
た
」
と
し

た
企
業
は
五
七
・
〇
％
に
及
び
、「
減

少
」
は
二
・
六
％
に
過
ぎ
な
か
っ
た
。

ま
た
、
需
給
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
が
最
も

深
刻
な
の
が「
補
助
労
働
者
」で
、「
受

注
が
減
少
し
た
」
と
す
る
企
業
が
八

二
・
九
％
、「
増
加
」
が
三
・
三
％
だ
っ

た
の
に
対
し
、「
求
職
登
録
者
が
増
加

し
た
」
と
す
る
企
業
は
八
八
・
九
％

に
及
び
、「
減
少
」
は
僅
か
一
・
九
％

だ
っ
た
。

【
資
料
出
所
】

Ｂ
Ｚ
Ａ
（Z

e
it
a
r
b
e
it
s
in
d
e
x
, 

B
efragungsw

elle M
ärz 2009

）

（
国
際
研
究
部
）

表1　操短手当の申請件数（企業数ベース、労働者数ベース）
2008年

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

企業数 4242 2185 3232 1519 1534 1413 974 1491 2638 7197 17777

うち、景気後
退を理由とす
るもの

1194 1052 2998 1415 1344 1249 868 1234 2178 4208 6291

労働者数 39155 23477 33324 17680 19394 16906 13532 27034 57237 164375 403989

うち、景気後
退を理由とす
るもの

15248 12276 30259 15247 15883 12916 12091 21173 51667 136768 295502

2009年

1月 2月 3月 4月

企業数 17370 19693 25039 19778

うち、景気後
退を理由とす
るもの

10577 16831 23626 19428

労働者数 345990 721202 679013 454822

うち、景気後
退を理由とす
るもの

290774 698929 664963 446446

資料出所：連邦雇用エージェンシー
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図２　 派遣職種別求職者登録状況の変化（回答企業の割合、2009
年 2月）
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図１　派遣職種別受注状況の変化（回答企業の割合、2009 年 2月）


